
インドネシア国北スラウェシ地域サンゴ礁管理計画調査   

 

  

7 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4     沿岸問題の例(1) 
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撮影：JICA 調査団 
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図 4     沿岸問題の例(2) 
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図 4     沿岸問題の例(3) 
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2. マスタープラン策定プロセス 

2.1 マスタープラン調査の目的 

調査の目的は、主として以下の２つである。 

• 北スラウェシ地域沿岸域の環境保全と持続的な経済的利用に関する沿岸管
理マスタープランの策定 

• 北スラウェシ地域の資源と能力に見合った適切で機能的な実施メカニズム
を探る 

2.2 調査・活動の内容 

マスタープランの策定に至るまでには、図５に示すように数々の調査・活動を行ってき
た。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図５     調査フロー図 
 

(1) 航空写真撮影 

JICA調査団は、沿岸部（海岸線延長 1,056 km）と調査地域全体の陸域部（7,800 km2）を
対象に 2000年の 7月から 9月にかけて航空写真撮影を実施した。 

• 沿岸部１：20,000（カラー写真） 

• 陸域部１：50,000（白黒写真） 
航空写真からの判読を確証するために、グランドトゥルース調査（500サイト）とシート
ゥルース調査（500サイト、2,000地点）を行った。この結果は全て GISに記録された。 

  
インタビュー調査   

コミュニティ迅速調査 

G 

I 

S 

の 

整 

備 

二 次データの収集及び分析 

現地踏査 

沿
岸
の
現
況
分
析 

M 

P 

の 

策 

定 

  

イ
ン
セ
プ
シ
ョ
ン
レ
ポ
ー
ト
の
協
議 

航空写真撮影 

Pilot Project 水質調査 

CBCM パイロットプロジェクト 

マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
の
策
定 

人工漁礁 
ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

二次データの収集及び分析 



インドネシア国北スラウェシ地域サンゴ礁管理計画調査   

 

  

11 
 

(2) 沿岸自然環境／陸域環境調査 

沿岸部及び陸域部の自然環境の状況を把握するために沿岸自然環境調査及び自然環境調
査を実施した。主な調査項目は、サンゴ礁、海岸線の形態、海草及び海藻、マングロー
ブ、海生生物、環境影響、土地利用・植生などである。また、文献調査、インタビュー
調査、Manta-tow を使った調査なども行った。これらの結果を基に地理情報システム
（Geographic Information System：GIS）を用いて作図を行った。 

(3) 沿岸および内陸コミュニティー迅速調査 

調査の初期段階で、住民の自然資源に関する知識レベル、姿勢、理解力などを把握をす
るために、迅速調査を実施した。量的把握調査としては村落プロファイルや詳細な社
会・経済状況についてデータを収集し、質的把握調査としては PRA（Participatory Rural 
Appraisal）の手法やグループディスカッションを用いて実施した。 

調査は、2000年 8～9月に沿岸（24村）と内陸（6村）のコミュニティを対象に実施され
た。調査の結果はパイロットプロジェクトサイトの選定、デザイン、モニタリングなど
に活かされた。またマスタープランの策定に反映された調査から得られた最も重要な点
の１つは、住民の環境に関する問題意識は非常に高いということである。しかし、過去
に伝統的漁業資源の管理方法があったにも係わらず、現在住民は、沿岸域の管理方法に
ついて知識を持っていないことも分かった。 

(4) GISデータの整備 

調査は、科学的アプローチを使い自然環境の状態を分析した。沿岸域だけでなく陸域部
においても、航空写真は自然条件の分析に用いられ、その他数種の科学的調査の実施後、
GIS により地図が作成され、空間分析やゾーニングに用いられた。この視覚的・空間的
データは環境条件の評価や計画策定に最も効果的である。 

地理情報は、JICA 調査終了後、地方政府により北スラウェシ州の持続的管理計画に利用
される。 

(5) 水質調査及び地方研究所への技術移転 

JICA 調査団は、中央ステアリングコミッティ－の要請を受け、BAPEDAL 所属する
Environmental Management Center（環境管理センター：EMC）に委託して水質調査を行っ
た。調査の目的は、問題となりそうないくつかの地域の水質汚染の状況を調べることで
ある。採水地点は金鉱山の精錬に使われた排水や様々な汚染物質が流入するマナド市や
ビトゥン市の河川・河口、都市部沿岸域のなどで、水試料及び堆積物試料を採取し分析
した。また、EMC による工業省と保健省の地方分析所スタッフへの技術移転もこの調査
のもう一つの目的であった。 

(6) CBCM導入を検証するためのパイロットプロジェクトの実施 

マスタープランの大きな目的の一つは CBCM（コミュニティ参加型沿岸管理）を構築す
ることである。CBCM の構築は一見簡単だが、実際は様々な予期せぬ問題が障害になっ
たりして、適切に機能しないことがある。そこで JICA調査では、CBCMに関するパイロ
ット・プロジェクトを試験運用として実施し、この結果から効果的な CBCM を検証し、
これをマスタープランの策定に反映させることとした。 

北スラウェシ地域では既に、1997 年に始まった USAID の支援による CBCM プロジェク
ト（Coastal Resources Management Project）があり、沿岸管理の良い先例となっている。
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この調査は効果的な結果を示しており、JICA 調査では、このプロジェクトで採用され、
実施されたアプローチや戦略を参考にし、さらに適用性を高め、実施しやすいプロジェ
クトにしていくこととした。 

パイロット・プロジェクトは 2000年 12月から、Manado Tua Dua、Raprap、Basaan及び
Basaan-1 の 4 ヶ村を対象に実施され、それぞれの村でコミュニティメンバーの能力向上
や、自治力の向上、住民の環境への関心や参加意識の向上に高い成果を示した。パイロ
ットプロジェクトでとられた重要な戦略の一つとして、EO（Extension Officer）が挙げら
れる。EOは、一人は村の外から、もう一人は村の中から起用した。EOは 10日間の沿岸
管理に関する集中トレーニング、日常の活動や月間ミーティング協議を通して、６ヶ月
間のパイロットプロジェクト実施期間に EOとしての訓練を積んだ。 

漁場の改善とコミュニティ－参加型漁業資源の管理へのきっかけづくりという目的で人
工魚礁の設置を行った。人工魚礁は低コストで作製できるように JICA調査団がデザイン
し、村人によって製造され、水深 15メートルの海底に設置された。設置 1ヶ月後の調査
では、既に海草などが人工漁礁に付着し、その回りに数百匹の稚魚、ロブスター、エビ
など 15種以上の生物が確認された。 

(7) CBCMを支援するためのビデオの制作 

JICA 調査では、CBCM 促進のための教育材料となるビデオを製作した。このビデオは、
コミュニティのみならず、関連するあらゆるステークホルダーを対象とし、インドネシ
ア語で 23分間の収録で VHSと VCDディスクで利用できる。このビデオは、県／市レベ
ルから中央レベルの政府関連機関に配布された。 

(8) 広報活動 

JICA 調査団は、調査を通して、積極的に広報活動をおこなった。以下はその主な活動内
容である。 

• ニュースレターの発行 

• スタディ－のシンボルコンテスト 

• スタディ－のホームページの開設（http//www.intecoreef.com） 

• 新聞やテレビを利用した広報 

• 国際会議・セミナーへのゲストスピーカーとして参加 

• 北スラウェシ州開発フェアへの展示参加 

2.3 関係地方政府機関及びその他の機関との共同作業 

JICA 調査の関係機関の組織構成を図６に示す。JICA 調査団は 17 人の専門家からなって
いる。インドネシア国側のカウンターパート機関は、中央レベルから海洋開発漁業省
（ DKP）、地方政府からは北スラウェシ州政府の計画・研究及び開発局
（BAPELITBANG、旧称 BAPPEDA）で、調査の円滑な実施に多大に貢献した。インド
ネシア国側は、中央の国家ステアリング・コミッティ－と地方の州ステアリング・コミ
ッティ－の２つの委員会を設立した。 

中央ステアリング・コミッティ－は州ステアリングコミッティーの副議長である北スラ
ウェシ州政府の代表を含む７機関から構成されており、国レベルでの調査の方向性国家
的施策の観点からの沿岸管理の調整が行なわれた。 
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一方州ステアリング・コミッティ－は、BAPELITBANG の長官を議長とし、15 の州政府
機関の担当者から構成され、マスタープラン策定に関する意見交換、マスタープラン実
施の準備や調整が行われた（図 6参照）。 

 

出典：JICA調査団 
 

図 6     JICA調査の関連組織図 

 

JICA 調査は、参加型計画立案を強化するために、カウンターパート政府機関である
BAPELITBANG のみならず、多くの関連機関を交えて議論を重ね、調査の方向性を決定
してきた（図 7 参照）。第１フェーズでは、３つのグループからなるテクニカル・ワー
キング・グループ（自然環境、社会・経済開発、データベースの 3 つのグループで、13
の関連する地方政府機関、大学、NGO などから構成された）と協議を重ねながら現況の
把握・分析を行った。第２フェーズでは、州ステアリングコミッティの下部に５つのサ
ブ・ステアリング・コミッティを設置し、マスタープランの提案の骨格となっている５
つの管理ユニット毎にグループ協議を重ね、計画の立案を進めた。この他、調査団は他
のプロジェクトチーム、ドナー国事務所、NGO、大学など諸機関・団体と日常的にコン
タクトを持ち、調査の多くの面で協力してきた。 

この様な努力の結果、地方政府においては沿岸管理計画に関する関心が高まり、自分達
の役割や果たすべき機能についての理解が深まることに繋がり、マスタープランに対す
るオーナーシップ性を高めることになった。 
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図 7  調査風景 
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意見交換を行い、先方からは、本調査における 2002年 1月の技術移転セミナーで、「州
海洋保護区の設立」をテーマとした講義を担当してもらうなど相互協力を行った。 

地域の沿岸に関する情報や人材に豊富な、北スラウェシの Sam Ratulangi国立大学とは、
もっと実務レベルを含め強い連携を保ちながら調査を進めた。グランド・トゥルース調
査、シー・トゥルース調査、迅速村落調査をはじめ、各種調査で大学の人材と協同調査
を行った。また、JICA 調査団とその大学との共同主催で、2000 年の 8 月にはセミナー
「観光とサンゴ礁管理」を行った。この他テクニカル・ワーキング・チームやサブ・ス
テアリング・コミッティ－へも参加協力を受けるなど緊密な協力関係を築いた。 
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3. マスタープランの範囲 

3.1 沿岸管理における“総合計画”の重要性 

沿岸域の社会的、経済的、生態的便益を確保するために、沿岸管理のためのマスタープ
ランは重要である。沿岸管理計画の策定において重要なことは、“総合”的視点から計
画を立てる必要があるということである。それは沿岸域の特性に理由がある。 

沿岸域は、海域と陸域が接する場であり、影響は双方に生じる。また、様々な便益を受
け、沿岸域を利用する様々なステークホルダーがいる。沿岸管理計画は、様々な地域、
様々な影響要因、様々な関係者を総合的に視野に入れ、管理計画を策定する必要がある。 

沿岸域で行われている経済活動は、空間及び資源の利用があり、沿岸管理計画で検討さ
れる必要がある。従って、経済セクターの開発の方向性は、沿岸空間及び沿岸資源へ直
接影響を及ぼす。従って、適切な沿岸管理は経済セクターに直接の便益をもたらす。沿
岸管理の計画にはこれら経済的な視点を総合化することが必要である。 

計画の透明性とオーナーシップを高めるために、調査は参加型計画手法を取り入れ、地
方の政府関連機関、大学及びコミュニティ－からの情報や意見を反映した計画づくりを
行った。この様な計画立案のプロセスの中で、地方の政府関連機関の当計画に対するオ
ーナーシップが高まっていった。このプロセスはまた、地方分権化政策にも貢献し、さ
らに政府関連機関のみならず沿岸域のあらゆるステークホルダーに沿岸管理計画の重要
性に対する意識向上につながった。 

3.2 ゴールと目的 

(1) ゴール 

マスタープランの最終ゴールは、  

沿岸域の適切な空間利用と資源の持続的利用を図ると共に、自然環境の保護・保

全・修復を行うことによって、サンゴ礁沿岸環境の保全と地域開発間のバランス

を維持すること。 

(2) 目 的 

マスタープランの目的は： 

少なくとも、サンゴ礁沿岸環境の状態を 2001 年時点のレベルに保ち、さらに将

来に向けては、環境修復などを通じて向上させること。 

この目的を達成するために、以下の様な政策が必要である。 

• 収入の向上、代替収入源の創出、沿岸資源の保持などを通して、沿岸域の
零細漁民の貧困の削減とエンパワーを図る。 

• 地方分権化の流れの中で、地方政府による沿岸管理体制を築き上げる。 

• 沿岸管理に携わる地方政府の人材を育成する。 
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• 沿岸域のコミュニティ－が、管理計画の中心的役割を果たし、参加できる
ように機会やインセンティブを与える。 

• 住民のキャパシティ・ビルディングを行うと共に、計画の意思決定に対す
る彼らの意見を反映させる。 

総合的沿岸管理計画の導入はインドネシア国では、この地域が最初であるが、このアプ
ローチや戦略は他の地域の調査にも適用される共通内容を持っており、他地域への導入
が期待される。 

3.3 マスタープランのフレームワーク 

(1) 計画対象域 

マスタープランの対象域は口絵に示すとおり、陸域面積が 7,800 km2、州が管理すべき海
岸線から 12マイルまでの沿岸域面積は 11,240 km2、海岸線延長は 1,056kmである。 

対象域を図 8に示す。対象域は、高高潮水準面の海岸線から沖合へ 12マイルまでの沿岸
水域と高潮時に海水の影響のある陸域に挟まれた地域である。 

 
 

 
図 8      計画対象域 

 
 

(2) 計画目標年 

マスタープランの計画目標年は以下のようにインドネシア国の関連計画の目標年に合わ
せて、３つのフェーズからなるとした。 

• 短期：2005 年まで（国家中期開発計画, 州中期開発計画の目標年） 
• 中期：2010 年まで（県／市の長期開発計画の目標年） 
• 長期：2015 年まで（州の長期開発計画の目標年） 
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(3) 計画課題 

マスタープランの重点計画課題は次の２つである。 

• 沿岸水域を含むサンゴ礁の空間利用と土地利用の適正空間利用を実現する。 
• 潜在的資源の適正量の採取と資源採取の適正マナーの達成によって沿岸資源の
持続的利用を実現する。 

 

(4) 計画のアプローチ 

上記の計画・課題を達成するために、マスタープランでは以下のアプローチを取る。 

• 総合的アプローチ 
• 問題解決型及び予防対策型アプローチ 
• 科学的データに基づくアプローチ 
• ボトムアップ及びトップダウン・アプローチ 

a)  総合的アプローチ 

先に述べたように、総合的アプローチは重要である。何故なら、政府、民間を含め
多くが沿岸域から便益を受ける。また、沿岸地域は様々な自然条件や人的行為が複
雑に影響しやすいことから、沿岸域の問題は多面的な特徴をもつ。 

 
JICA調査では、以下に挙げる総合的アプローチを試みた。 

自然環境の保全と地域開発 
漁業や沿岸観光産業は、沿岸の資源や空間を使うことで成立しているので、自然資
源に対するインパクトは非常に大きいため、十分に検討する必要がある。 

サンゴ礁と他の生態系 
サンゴ礁は、沿岸の生態系を構成する要素の一つで、藻場、海浜、マングローブ、
干潟など様々な生態系と関係をもっていることを配慮することが重要である。 

海域と陸域 
陸側での活動は直接的、間接的に沿岸地域に影響を及ぼす。従って、沿岸環境を保
全するためには陸側の活動も考慮に入れなければならない。 

政府、コミュニティ－と民間 
沿岸域の空間と資源の利用者は多い。時には、利用者間で利害が衝突することがあ
る。したがって、関係者全てに配慮する必要がある。 

b) 問題解決型及び予防対策型アプローチ 

マスタープランでは、現状の問題点の解決するだけでなく、将来予想される諸問題
を明確にし、予想される問題点についてもその解決方法を検討するというアプロー
チを取る。 

c) 科学的データに基づくアプローチ 

沿岸管理のためのマスタープランの策定には多くの科学的データが必要である。何
故なら、科学的データのみが自然条件を的確に表現しているからである。また、科
学的データはマスタープランの修正・改訂に必要である。 
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d) ボトムアップ及びトップダウンアプローチ 

沿岸管理は、政府機関だけでなく民間団体、学術機関及びコミュニティ－により実
施されなければならない。特に、コミュニティ－は政府機関の立法、技術支援、設
備投資などの支援を受けて、沿岸管理の中心的存在と考える。 

 

(5) 計画の戦略 

マスタープランで選択された計画戦略は次の４つである。 

• 沿岸管理のためのゾーニングの導入 
• 管理ユニット別管理計画の策定 
• 地方政府主導型計画 
• コミュニティ－参加型沿岸管理 

a) 沿岸管理ためのゾーニングの導入 

沿岸域の空間利用、資源利用から便益を得る多くの関係者がいる。沿岸域の現状で
は、利用者間の利害衝突や地理的、生態的、社会的影響が生じている。資源利用者
間の調整を行い、資源利用による利害の衝突を最小限にするために、州レベル及び
県／市レベルによる沿岸域の空間利用計画を策定することが必要である。 

沿岸管理ゾーニングは、生態学的観点、自然環境の観点による沿岸空間利用計画の
ガイドラインである。沿岸管理ゾーニングの目的を以下に示す。 

• 環境的に重要な地域、危機的な地域及び特異な特徴の保護 

• 危機的な生物の生息地、生態系及び生態的過程の保護 

• 利用者間の利害衝突の分離 

• 沿岸に対する人為的影響の最小限化 

b) 管理ユニット別管理計画の策定 

マスタープランで、JICA 調査団は管理面の現状の課題や予見される問題点に対応
する“管理ユニット”という新しいコンセプトを導入した。これは、管理ユニット
毎に区分された管理機関、問題点の分野に対し、それぞれ管理課題別に管理計画を
立てることで、計画の範囲や目的、目標が明解になると思われる。表２は５つの管
理ユニットの範囲、目的、目標などの概要を示している。 
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表２     管理ユニット計画の内容 

管理ユニット ユニットプランの範囲 目的 管理の目標 
沿岸空間利用 地理的特性に応じた空間

利用  
(空間ベース) 

適正な空間利用 沿岸空間の利用・占有 

沿岸資源利用 資源の利用や収集 
(ターゲットベース) 

持続的資源利用 漁業、林業、鉱業資源 

都市環境 都市域からの環境汚染と
沿岸開発 
(空間ベース) 

沿岸への負荷を最小限
にし、沿岸の都市環境
を改善する 

水質保全、ゴミの管
理、海岸の構造 

流域 農村地域からの環境汚染 
(空間ベース) 

適正な土地利用 ノンポイント汚染源 

沿岸生態系及び
海生生物の保護 

沿岸エコシステム及び海
生生物の保護 
(ターゲットベース) 

海生生物及びその生息
地の保護 

沿岸エコシステム、時
ジュゴン、ウミガメ、
シーラカンス 

出典：JICA調査団 

 

c) 地方政府主導型計画 

北スラウェシ地域の資源管理は、これまでは中央集権型の体制下で行われていたた
め、資源の利用や開発の方法は地方政府には集積されなかった。しかし、2001年 1
月の地方分権化政策が打ち出され、資源管理の主体が中央から地方に移管されるこ
とになり、地方政府は独自の法令や規則を定めることによって、また、管理方法を
創意工夫し、それぞれの地方の資源管理を行うという大きな役割を担う様になった。 

d) コミュニティ－参加型沿岸管理 

広大な沿岸域の管理を最も効率的に行う方法としてコミュニティ－参加型沿岸管理
（CBCM）がある。この考えは、資源の利用者である沿岸域のコミュニティ－に資
源管理を行わせるものである。何故なら、その地域の住民がそこの資源の実態を最
も知っており、また、直接便益を受けるからである。もちろんコミュニティ－に全
てを任せるというだけで資源管理が全てうまく行くわけでなく、地方政府の支援や
諸施策の実施への努力があってこそ成功するものである。 

CBCMは地方政府と地域住民の間に強いパートナーシップが必要であり、地方政府
による必要な法整備やその他の支援により完成されるものである。 
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4. 沿岸域の持続的利用 

4.1 問題解決への概観 

沿岸域の問題解決はマスタープランの中に示されている。マスタープランのコンセプト
と構成を図 9と図 10に示す。 

 
出典：JICA調査団 

図９     マスタープランのコンセプト 
 

マスタープランは４つの主要プランから構成されている。①沿岸管理ゾーニング、②管
理ユニット計画、③制度支援計画、及び④社会・経済開発計画の４つである。沿岸管理
ゾーニングは沿岸域の自然環境保全の観点からゾーニングを行ったものである。沿岸管
理ゾーニングマップは図 11～14 に示した。管理ユニット計画が最も中心的な計画で、管
理エリア・管理目的・現行の行政組織に合致した管理計画を提案している。管理ユニッ
ト計画は、以下に示した５つのユニット計画からなっている。 

• 沿岸空間利用管理 

• 沿岸資源利用管理 

• 都市環境管理 

• 流域管理 

• 沿岸生態系及び海生生物の保護管理 
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制度的支援計画は管理ユニット計画を制度面から補完する計画である。社会・経済開発
計画は、沿岸漁業開発、沿岸観光開発及び沿岸コミュニティ－の生活環境改善計画が含
まれており、沿岸住民の経済開発と貧困対策に対する提案である。 

 

 

章番号はマスタープラン報告書 
（Vol.II）の章に対応する。 

出典：JICA調査団 

図 10     マスタープランの構造 
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